
2008 年となりました。年が改ま

る度に，昨年はどうだったか，今年

はどうなるか，という話題が出ます。

こういう中で印象に残っているの

が，21 世紀に変わる時期に科学技

術政策研究所から公開された資料の

中の「20 世紀の預言」（1901 年 1 月

2 日報知新聞）の抜粋です。

“電信のみならず無線電話は世界

諸国に連絡して，東京に在るものが

倫敦（ロンドン），紐育（ニューヨ

ーク）にいる友人と自由に対話する

ことを得べし”。一方で，“サハラの

大砂漠は漸次沃野に化す”。という

ような 100 年後の予測記事が掲載さ

れています。技術の進歩と自然の調

和で暮らしやすい世の中が基本にな

っているようです。結果として，前

者の予言的中率もさることながら，

後者に関しては，意に反し，負の財

産を残し続けたようです。CO2 削減

を含む環境問題はしばらくホットな

話題として経過を注目すると共に各

人の活動も必要な時期にさしかかっ

ています。

一方で，「2007 年問題」として騒

がれた団塊の世代の定年退職による

影響はどうだったでしょうか？直接

的な影響は把握しにくいため顕在化

していませんが，原因を探っていく

と，案外，人，技術伝承といったと

ころに起因する課題などは多かった

のではないでしょうか。

今回の特集は「建設機械」ですが，

このような技術伝承も視野に入れ，

また，年が改まった 1月号でもある

ことから，これまでの歴史と未来に

向けた課題をサブテーマとして取り

上げてみました。通常は特集に沿っ

た話題をお持ちの方々に執筆をお願

いするケースが多いのですが，今回

は企画先行で，機械の歴史，将来に

向けた提言，技術伝承の代表とも言

えるたたら製鉄などなど，執筆者の

方々にご無理を言って企画に合わせ

て執筆をお願いしました。

ご多忙中にも拘わらず，快く執筆

して頂き本当にありがとうございま

した。この場を借りて厚く御礼申し

上げます。 （嶋津・三柳）
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編 集 後 記

2 月号「環境対策特集」予告
・地球温暖化に対する都市の「みどり」を活用した取組について
・北海道における共同利用型バイオガスプラントによる地域バイオマスの循環利用の試み
・CO2 排出低減建設機械に対する融資制度等の施策について
・多自然川づくり
・建設機械に於けるリサイクル
・油圧ショベルの極低騒音（iNDr）と快音化
・河川の汚染負荷の検知と水質推定へのシステム工学的アプローチ
・「資源のみち」に向けた技術開発プロジェクト
・鉄道軌道における環境対策
・防振ゴムを利用した振動軽減型舗装の開発
・音カメラ
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